
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 委員等旅費 0.2 0

翌年度へ繰越し（D) - - - -

634.4

0

0

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

中核機関をプラットフォームとし、プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な火山研究を推進する。また、「火
山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、大学間連携を強化するとともに、最先端の火山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 662 639 635.3

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

664 640 636 636 536

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 664 640 636 636 536

- - -

-

平成28年度
事業終了

（予定）年度
令和7年度 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0311

文部科学省

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

我が国の火山研究を飛躍させるため、従前の観測研究に加え、他分野との連携・融合のもと「観測・予測・対策」の一体的な火山研究の推進及び広範な知識と高度な技能を有する
火山研究者の育成を目指す。

地震・防災研究課
地震・防災研究課長
郷家　康徳

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

活火山対策特別措置法
（昭和四十八年法律第六十一号）
第四条
第三十条

関係する
計画、通知等

防災基本計画
（昭和 38年 6月中央防災会議策定、令和3年5月修正）
御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と対応について
（平成26年11月科学技術・学術審議会測地学分科会地震火山部会決定）
御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について
（平成27年3月26日中央防災会議　防災対策実行会議　火山防災対策推進WG決定）
国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）

事業名 次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度

施策 9-4 安全・安心の確保に関する課題への対応

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-
000026547-30.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.kazan-pj.jp/

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 636

534

100%

0.3

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

研究開発推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
100%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

(目)

(目)

0.4

　

　

　

(目)

0.4 0

0

0

科学技術試験研究委託費

庁費

諸謝金

職員旅費

その他

536

平成26年9月の御嶽山の噴火等を踏まえ、火山研究の推進及び人材育成が求められている。しかし、既存の火山研究は「観測」研究が主流であり、防災・減災に資する「観測・予
測・対策」の一体的な火山研究が不十分という課題がある。さらに、国内の火山研究者が少ないことから、理学にとどまらず⼯学・社会科学等の広範な知識と⾼度な技能を有する
火山研究者の育成が不可欠である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

283232 251

成果実績

282

目標値 件 160

109.5 117.5

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

247

プロジェクトへの多分野の研究者の参加を促すことにより、観測・予測・対策の一体的な研究推進を図ることが重要なことから、参加研究者によるプロジェクトの成
果に関する論文発表の状況をもとに、成果の創出状況を評価する。

-

222.2％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

214

-

360

7

本プロジェクトの成果に関する発表論文のうち、自治体等の防災対策に資する成果についての情報提供・適用状況をもとに、本事業の成果の活用状況について評
価する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果報告書より

令和2年度 令和3年度

166.7

7 年度

観測・予測・対策の一体的な研究による本
プロジェクトの成果、中でも「噴火事象系統
樹」又は「噴火予測・噴火ハザード予測手
法」又は「火山災害対策のための情報ツー
ル」の自治体等防災現場での適用

「噴火事象系統樹」又は「噴火予
測・噴火ハザード予測手法」又は
「火山災害対策のための情報
ツール」が、自治体等防災現場で
適用された火山の数(累計数) 達成度

単位 令和2年度

133.3

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

全国の火山研究者及び関連分野の研
究者等の本プロジェクトへの参加

次世代火山研究推進事業に参加す
る研究者等の人数（過去に参加した
ことのある人数を含む）

活動実績

年度

200 240

定量的な成果指標 単位

人 233

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 人

- -

265

活動目標 活動指標

212

達成度 ％

観測・予測・対策の一体的な研究のうち
「噴火事象系統樹」又は「噴火予測・噴
火ハザード予測手法」又は「火山災害
対策のための情報ツール」の研究の進
捗

「噴火事象系統樹」又は「噴火
予測・噴火ハザード予測手法」
又は「火山災害対策のための
情報ツール」に係る発表論文
数（累計）

成果実績 件 156 219

97.5

直面する火山災害へ対応するため、他分野との連携・融合を図り、「観測・予測・対策」の一体的な火山研究及び火山観測データの一元化流通を推進する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果報告書より

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

20

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

火山数 4 10 20

目標値 火山数 3 6 9



活動内容②
（アクティビティ）

理学にとどまらず工学・社会科学等の広範な知識と高度な技能を有する火山研究者を育成するために、「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、大学間連
携を強化するとともに、最先端の火山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

火山研究人材育成コンソーシアムの構
築

人材育成コンソーシアム構築事業
（運営側）に参加する研究者等の人
数（過去に参加したことのある人数を
含む）

活動実績 人 35 39 44 - -

当初見込み 人 34 39 43 48 53

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
コンソーシアムへの研究者の参加状況と受講生の受け入れ状況をもとに、コンソーシアムが適切に構築・運営されていることを評価する。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

7 年度

火山に関する広範な知識と高度な技能
を有する人材の育成を目指す火山研究
人材育成コンソーシアム構築事業の進
捗

人材育成コンソーシアムが提
供する火山研究者育成プログ
ラムの新規受講生数（累計）

成果実績 人 99 118 142 -

目標値 人 70 84 98 140

達成度 ％ 141.4 140.5 144.9 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果報告書より

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

受け入れた受講生の基礎コース修了状況をもとに、火山研究者の育成が適切に進捗しているかを評価する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果報告書より

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

7 年度

火山に関する広範な知識と高度な技能
を有する人材の育成を目指す火山研究
人材育成コンソーシアム構築事業の成
果

火山研究人材育成プログラム
（基礎コース）の修了者数

93 112 135 -

目標値 人 56 70 84 126

達成度 ％ 166.1 160 160.7 -

成果実績 人

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和8年度実施)

-
点検結果

・日本は火山大国であり、御嶽山の噴火等、近年の火山噴火の現状を鑑みると、本事業は
極めて優先度の高いものである。
・事業は遅滞なく順調に進捗しており、アクティビティ①、アクティビティ②のいずれについて
も、短期・長期の測定指標は順調に推移している。
・一者応札になった理由としては、火山コミュニティの人数が少ないことやプロジェクト内の研
究分野において、サブテーマ間の連携が欠かせないため課題毎に募集を行ったことが考え
られる。また、複数年の研究であることから、2年目以降も継続するため形式的に競争性の
ない随意契約となっている。

-

-

この事業は、一者応札が発生していることを踏まえ、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0275

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0247

-

-

令和2年度 文部科学省 0248

0271

令和4年度 2022 文科 21

・アクティビティ①及び②について、目標年度に向け引き続き取り組む。
・一者応札の改善のために、プロジェクトに評価会を設置し、毎年度評価会を開催してサブテーマ毎にフォローアップを行うとともに、4年目と7年目には中間評価、最終年度には事後評価を行うこととし
ているほか、課題毎の成果だけでなく課題間の連携・協力を意識した評価を実施するなど、プロジェクト全体として成果が適切に創出されるよう検討していく。また、随意契約に関しては、各課題の進捗
管理を踏まえ、適宜見直しを実施する。
・各課題間の連携によるさらなる事業の効率化と成果の創出と活用を図るため、共同観測や研究集会等を通じて連携を深めるとともに、社会還元に向けて関係行政機関との意見交換等について検討
していく。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 新28-0018

平成29年度 258

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

更なる競争性の確保に向けて、競争参加者を増やすため、公募期間を十分に確保することや、仕様の見直しなどの取り組みを引き続き実施してまいりたい。

事業内容の一部改善

執行等改善

-

平成30年度 253

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

★

★

委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 　　　

Ａ．防災科学
技術研究所
101百万円

Ｂ．東京大学
26百万円

Ｃ．防災科学
技術研究所
84百万円

Ｄ．東京大学
32百万円

Ｅ．東京大学
67百万円

Ｆ．東京大学
23百万円

Ｇ．北海道大
学
83百万円

Ｈ．防災科学
技術研究所
37百万円

Ｉ．アジア航測
（株）
6百万円

概要 概要 概要 概要 概要 概要 概要 概要 概要

各種観測デー
タの一元化。
火山観測デー
タのリアルタイ
ムデータ流通
の基盤となる
火山観測デー
タ流通・共有シ
ステムの強
化、非リアルタ
イムデータの
共有の基盤と
なる一元化共
有システムの
開発。

新たな技術を
活用した火山
観測技術の高
度化。ミュオグ
ラフィ技術の
高度化に係る
研究開発、ミュ
オグラフィ観測
のデータ処理
の自動化に関
わる研究開
発。

リモートセンシ
ングを活用し
た火山観測技
術の開発。可
搬型レーダー
干渉計と衛星
SARによる精
密地殻変動観
測技術の開
発、火山表面
現象の遠隔観
測技術の開
発。

地球化学的観
測技術の開
発。火山ガス
中のオンサイ
トでのマグマ
起源ヘリウム・
二酸化炭素測
定に係る技術
開発及び試験
的測定の実
施。

火山内部構
造・状態把握
技術の開発。
伊豆大島にお
ける機動観測
の準備。火山
性地震活動総
合解析システ
ムの基本設
計、観測機材
の整備。

火山噴出物分
析による噴火
事象分岐予測
手法の開発。
分析・解析プ
ラットフォーム
の整備・運用。

噴火履歴調査
による火山噴
火の中長期予
測と噴火推移
調査に基づく
噴火事象系統
樹の作成。マ
グマ変遷解析
センターの整
備と分析技術
開発。

シミュレーショ
ンによる噴火
ハザード予測
手法の開発。
マグマ移動過
程シミュレー
ション技術開
発、マグマ物
性モデルの構
築、降灰ハ
ザード予測モ
デルの開発、
ハザード評価
システムの検
討。

無人機（ドロー
ン等）による火
山災害のリア
ルタイム把握
手法の開発。
最新のドロー
ン導入による
計測精度向上
と高速化、夜
間飛行及び遠
望撮影による
計測手法の開
発、高精度の
3D地形モデル
の作成時間短
縮に関する研
究。

委託【随意契約（その他）】 委託【随意契約（その他）】 委託【随意契約（その他）】 委託【随意契約（その他）】 委託【随意契約（その他）】 委託【随意契約（その他）】

P．共同研究
の委託
10百万円
東京大学
（全1機関）

Q．共同研究
の委託
15百万円
名古屋大学等
（全2機関）

R．共同研究
の委託
37百万円
北海道大学等
（全8機関）

S．共同研究
の委託
18百万円
東北大学等
（全6機関）

T．共同研究
の委託
32百万円
産業技術総合
研究所等
（全8機関）

U．共同研究
の委託
5百万円
東京大学等
（全2機関）

概要 概要 概要 概要 概要 概要

衛星SARによ
る火山性地殻
変動データ
ベースに関す
る技術開発。

噴煙試料の自
動採取装置開
発と水蒸気同
位体比分析に
係る技術開
発、活火山の
地球化学的モ
ニタリングの
実施。

蔵王火山・有
珠火山・草津
白根山・霧島
火山・箱根火
山における機
動観測。火山
噴火切迫度評
価に有用な地
震計アレイ
データ、地下
比抵抗・熱水
流動、火山性
地震活動、遠
隔熱情報、地
震波動場の解
析システムの
開発。

榛名火山・霧
島火山・桜島
火山・諏訪之
瀬島火山・富
士火山・伊豆
大島・阿蘇火
山・有珠火山
における火山
噴出物の分
析・解析、熱力
学解析に関わ
る研究開発。

火山の噴火履
歴及びマグマ
長期変遷に関
する研究、大
規模噴火デー
タベースの整
備。

噴火機構シ
ミュレーション
技術開発、噴
煙柱ダイナミク
スモデルの開
発。

文部科学省
635.3百万円

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト：634百万円
我が国の火山研究を飛躍させるため、従前の観測研究に加
え、他分野との連携・融合のもと、「観測・予測・対策」の一体
的な火山研究の推進及び広範な知識と高度な技能を有する

火山研究者の育成を目指す。

庁費 0.27百万

諸謝金 0.68百万

職員旅費 0.30百万

委員等旅費 0.06百万

を含む。

委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】 委託【随意契約（企画競争）】　　　委託【一般競争契約（総合評価）】

Ｊ．京都大学
62百万円

Ｋ．防災科学
技術研究所
29百万円

L．京都大学
1百万円

M．白山工業
（株）
4百万円

N．東北大学
60百万円

O．株式会社
潮見サービス
19百万円

概要 概要 概要 概要 概要 概要

リアルタイムの
火山灰ハザー
ド評価手法の
開発。リモート
センシングに
よる火山灰放
出量の即時把
握技術開発、
火山灰拡散予
測の高速度
化・高精度化
技術及びオン
ラインシステム
の開発。

火山災害対策
のための情報
ツールの開
発。避難・救助
支援コンテン
ツ試作版の高
度化。

位相シフト光
干渉法による
多チャンネル
火山観測方式
の検討と開
発。光センサ
システムの実
地観測及び総
合評価の実
施。

位相シフト光
干渉法による
多チャンネル
火山観測方式
の検討と開
発。高温対応
用センサによ
る実地観測の
実地及び光セ
ンサシステム
の高温環境に
おける有効性
の検証。

火山研究人材
育成コンソー
シアム構築事
業。コンソーシ
アムの構築、
教育プログラ
ムの実施・整
備、特別聴講
生を対象とし
たセミナー、受
講生の募集。

次世代火山研
究・人材育成
総合プロジェク
トの総合推進
及び調査分
析。

委託【随意契約（その他）】 委託【随意契約（その他）】

V．共同研究
の委託
20百万円
富士山科学研
究所等
（全3機関）

W．共同研究
の委託
7百万円
東京大学等
（全9機関）

概要 概要

周知啓発教育
用コンテンツ
試作版の高度
化、降灰被害
予測コンテン
ツ試作版の高
度化。

コンソーシア
ムの構築、教
育プログラム
の実施・整備、
特別聴講生を
対象としたセミ
ナー、受講生
の募集。



☑費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 83.1 計 38

間接経費 直接経費の30％ 19 間接経費 直接経費の30％ 9

物品費 設備備品費、消耗品費 3 旅費 旅費 2

旅費 旅費 10 物品費 消耗品費 2

人件費・謝金 人件費・謝金 12 人件費・謝金 人件費 7

その他 雑役務費、通信運搬費、諸経費、消費税相当額 39 その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額 18

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 67 計 24

間接経費 直接経費の30％ 15 間接経費 直接経費の30％ 5

旅費 旅費 3 旅費 旅費 2

人件費・謝金 人件費 6 その他 雑役務費、印刷製本費、諸経費、消費税相当額 5

物品費 設備備品費、消耗品費 14 物品費 設備備品費、消耗品費 3

その他 雑役務費、通信運搬費、諸経費、消費税相当額 29 人件費・謝金 人件費、謝金 9

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 83.9 計 32

間接経費 直接経費の30％ 19 間接経費 直接経費の30％ 7

旅費 旅費 0.9 物品費 消耗品費 3

人件費 人件費 6 旅費 旅費 3

その他 雑役務費、印刷製本費、諸経費、消費税相当額 17 その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額 7

物品費 設備備品費、消耗品費 41 人件費・謝金 人件費 12

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

6 その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額

消耗品費 5

間接経費 直接経費の30％ 23 間接経費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

物品費 消耗品費 0.1 物品費

計 100.1 計 26

直接経費の30％ 6

7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額 71 人件費・謝金 人件費 8

人件費・謝金 人件費、謝金



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

H

☑支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

1 100％ -1
国立研究開発法人防災科学
技術研究所

3050005005210
シミュレーションによる噴火ハ
ザード予測手法の開発

37
随意契約（企画

競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人北海道大学 6430005004014
噴火履歴調査による火山噴火の中長期
予測と噴火推移調査に基づく噴火事象系
統樹の作成

83
随意契約（企画

競争）
1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東京大学 5010005007398
火山噴出物分析による噴火
事象分岐予測手法の開発

23
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東京大学 5010005007398
火山内部構造・状態把握技術
の開発

67
随意契約（企画

競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1 100％ -1 国立大学法人東京大学 5010005007398 地球化学的観測技術の開発 32
随意契約（企画

競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人防災科学
技術研究所

3050005005210
リモートセンシングを活用した
火山観測技術の開発

84
随意契約（企画

競争）
1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東京大学 5010005007398
新たな技術を活用した火山観
測の高度化

26
随意契約（企画

競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人防災科学
技術研究所

3050005005210 各種観測データの一元化 101
随意契約（企画

競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



印刷製本費、通信運搬費、諸経費、消費税
相当額

2 その他
雑役務費、通信運搬費、光熱水料、諸経
費、消費税相当額

33

人件費・謝金 人件費 2 人件費・謝金 人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他

間接経費 直接経費の30％ 1 間接経費 直接経費の30％ 14

物品費 消耗品費 0 物品費 設備備品費、消耗品費 2

10

旅費 旅費 0.6 旅費 旅費 2

計 5.6 計 61

人件費・謝金 人件費 8 その他 諸経費 0.3

その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額 12 旅費 旅費 0.4

K. L.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

間接経費 直接経費の30％ 7

旅費 旅費 1 間接経費 直接経費の30％ 0.2

物品費 設備備品費、消耗品費 1 物品費 消耗品費 0

計 29 計 1

旅費 旅費 0.5 人件費
業務担当職員、補助者、社会保険料等事業
主負担分

21

人件費 人件費 2 業務実施費
消耗品費、国内旅費、外国旅費、諸謝金、
通信運搬費、印刷製本費、借損料、雑役務

32

M. N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

間接経費 直接経費の30％ 0.8

物品費 消耗品費 0 一般管理費 直接経費の10％ 5

その他 諸経費、消費税相当額 0.3 設備備品費 1

計 3.6 計 59



業務実施費
消耗品費、国内旅費、諸謝金、通信運搬
費、印刷製本費、借損費、雑役務費、消費

9 その他 雑役務費 3

人件費
業務担当職員、社会保険料等事業主負担
分

9 物品費 消耗品費 5

O. P.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

一般管理費 直接経費の10％ 2 間接経費 直接経費の30％ 2

計 20 計 10

人件費 5 その他 雑役務費、消費税相当額 16

物品費 消耗品費 2 人件費・謝金 人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q. R.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費・謝金

間接経費 直接経費の30％ 2 間接経費 直接経費の30％ 6

その他 消費税相当額 0.4 物品費 消耗品費 0.5

1

旅費 旅費 0.5 旅費 旅費 0.6

計 10 計 24.1

旅費 旅費 0.5 旅費 旅費 2

人件費・謝金 人件費、謝金 4 その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額 3

S. T.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

間接経費 直接経費の30％ 1 間接経費 直接経費の20.05％ 2

物品費 消耗品費 0.2 物品費 消耗品費 0.6

その他 雑役務費、諸経費、消費税相当額 0.4 人件費・謝金 人件費 2

計 6.1 計 9.6



その他 諸経費 0.4 人件費・謝金 人件費 2

物品費 設備備品費、消耗品費 2 その他 雑役務費、諸経費 4

U. V.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

間接経費 直接経費の30％ 2

間接的経費 直接経費の30％ 0.6 旅費 旅費 0.8

旅費 旅費 0.1 物品費 設備品費、消耗品費 1

計 3.1 計 9.8

設備備品費 0.7

業務実施費 消耗品費、国内旅費、借損料 0.7

W. X.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

一般管理費 直接経費の10％ 0.2

計 1.6 計 0



I

J

K

L

M

N

O

P

Q

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社潮見サービ
ス

3010001143744
次世代火山研究・人材育成総合プロ
ジェクトの総合推進及び調査分析 19

一般競争契約
（総合評価）

1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

アジア航測株式会社 6011101000700
無人機（ドローン等）による火山災害の
リアルタイム把握手法の開発 6

随意契約（企
画競争）

1 100％ -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人京都
大学

3130005005532
リアルタイムの火山灰ハ
ザード評価手法の開発

62
随意契約（企

画競争）
1 100％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
防災科学技術研究

3050005005210
火山災害対策のための情
報ツールの開発

29
随意契約（企

画競争）
1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人京都
大学

3130005005532
位相シフト光干渉法による多チャンネ
ル火山観測方式の検討と開発 1

随意契約（企
画競争）

1 100％ -

1 白山工業株式会社 6012401000803
位相シフト光干渉法による多チャンネ
ル火山観測方式の検討と開発 4

随意契約（企
画競争）

1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1
国立大学法人東北
大学

7370005002147
火山研究人材育成コンソー
シアム構築事業

60
随意契約（企

画競争）
1 100％ -

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人東京
大学

5010005007398
衛星SARによる火山性地殻
変動DBに関する技術開発

10
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

2

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人東海
国立大学機構

3180005006071
噴火試料の自動採取装置開発と水蒸
気同位体比分析に係る技術開発 9

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

学校法人東海大学 1011005000371
活火山の地球化学的モニタ
リングの実施

6
随意契約（そ

の他）
- 100％



R

S

T

U

V

100％ -

国立大学法人東京
大学

5010005007398
周知啓発教育用コンテンツ
試作版の高度化

5
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

国立大学法人熊本
大学

2330005002106
火山の噴火履及びマグマ
長期変遷に関する研究

3
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

学校法人日本大学 5010005002382
火山の噴火履歴及びマグ
マ長期変遷に関する研究

2
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

100％ -

国立大学法人静岡
大学

7080005003835
富士火山・伊豆大島の火山
噴出物分析・解析

1
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

100％ -

国立大学法人熊本
大学

2330005002106
阿蘇火山の火山噴出物分
析・解析

6
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

国立研究開発法人
産業技術総合研究

7010005005425
有珠火山の噴出物分析・解析、熱
力学解析に関わる研究開発

2
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人北海
道大学

6430005004014
有珠火山のおける機動観測、地下比
抵抗・熱水流動解析システムの開発 24

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

国立大学法人東京
工業大学

9013205001282
草津白根山における機動観測、地下比抵抗・熱水
流動解析システムの開発、遠隔熱情報解析システ
ムの開発

6
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

3

2

1

国立大学法人九州
大学

3290005003743 霧島火山における噴火発生場の構造・物性モデル
の作成、地震計アレイデータ解析システムの開発 2

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

6

5

4 神奈川県 1000020140007
箱根火山における機動観
測

1
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

国立大学法人東北
大学

7370005002147
蔵王火山における機動観測、地震波
動場連続解析システムの開発 1

随意契約（そ
の他）

-

8

7

国立大学法人鹿児
島大学

6340005001879
霧島火山におけるGNSS機
動観測の実施

0.5
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

100％ -

国立大学法人東海
国立大学機構

3180005006071
火山性地震活動総合解析システムの
動作試験に用いるデータの整備 1

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

国立大学法人神戸
大学

5140005004060
霧島火山における地球物理観測の解
釈を支援する地質情報の取得 0.5

随意契約（そ
の他）

- 100％

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人東北
大学

7370005002147
桜島火山の火山噴出物分
析・解析

6
随意契約（そ

の他）
-

5

4

3

学校法人早稲田大
学

5011105000953
霧島火山・榛名火山の火山
噴出物分析・解析

1
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

学校法人常葉大学 7080005001368 桜島火山・諏訪之瀬島火山・富士火山・霧島火山の
火山噴出物分析・解析 1

随意契約（そ
の他）

-

6

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立研究開発法人
産業技術総合研究

7010005005425
火山の噴火履歴及びマグマ長期変遷
に関する研究、大規模噴火DBの整備 10

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

4

3

2

国立大学法人富山
大学

4230005003054
火山の噴火履歴及びマグ
マ長期変遷に関する研究

4
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

7

6

5
国立大学法人茨城
大学

5050005001769
火山の噴火履歴及びマグ
マ長期変遷に関する研究

3
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

国立大学法人秋田
大学

2410005001280
火山の噴火履歴及びマグ
マ長期変遷に関する研究

3
随意契約（そ

の他）
-

8

国立大学法人東京
大学

5010005007398
火山の噴火履歴及びマグ
マ長期変遷に関する研究

4
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

国立大学法人山形
大学

8390005002565
火山の噴火履歴及びマグ
マ長期変遷に関する研究

4
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

1
国立大学法人東京
大学

5010005007398
噴煙柱ダイナミクスモデル
の開発

3
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

国立大学法人東北
大学

7370005002147
噴火機構シミュレーション技
術開発

2
随意契約（そ

の他）
- 100％ -

2

1 山梨県 8000020190004 周知啓発教育用コンテンツ、降灰被害予測コンテン
ツ、避難・救助支援コンテンツの試作版の高度化 10

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

株式会社大林組 7010401088742
降灰被害予測コンテンツ試
作版の高度化

5
随意契約（そ

の他）
-

3



W

100％ -

国立大学法人神戸
大学

5140005004060 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 0.5

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

国立大学法人東海
国立大学機構

3180005006071 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 0.2

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

100％ -

国立大学法人九州
大学

3290005003743 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 0.7

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

国立大学法人北海
道大学

6430005004014 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 0.6

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

1
国立大学法人東京
大学

5010005007398 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 2

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

4

3

2
国立大学法人山形
大学

8390005002565 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 1

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

国立大学法人京都
大学

3130005005532 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 1

随意契約（そ
の他）

-

7

6

5

国立大学法人鹿児
島大学

6340005001879 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 0.5

随意契約（そ
の他）

- 100％ -

国立大学法人東京
工業大学

9013205001282 コンソーシアム構築、教育プログラムの実施・整備、
特別聴講生を対象としたセミナー、受講生の募集 0.5

随意契約（そ
の他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

9

8
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